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インフラメンテナンスの着実な実施に向け
緊急的に取り組む施策
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2018.6

点検基準・要領の見直し等
・インフラの重要度や老朽化度合等に応じ点検内容・方法を設定することや、新技術を活用するなど、
効率的な点検・診断ができるよう点検基準・要領等を見直し（道路【次巡点検まで】、河川・ダム【H30済
み】、砂防【H31～】、下水道【H30～】、公園【H30】）
・診断基準の明確でなかった河川〔堤防、陸閘〕【H30】に関する点検基準・要領の見直し等

点
検
・
診
断

2019.3 2021.32018.12

個別施設計画
の策定完了

初回点検
の完了

緊急的に取り組む施策（工程表）

点検実施状況のフォローアップ
・道路【H30】、港湾【H30】分野において分野別メンテナンス会議等を通じフォローアップ

＜初回点検の着実な実施＞

＜点検の重点化・効率化＞

＜技術者の活用＞

継続的な
点検・診断の内容・体制
の見直し

1

点検・診断における新技術導入
・点検・診断に関する新技術について、NETISテーマ設定型による技術検証を進める
・「インフラ維持管理における革新的技術の導入加速化・横断的展開事業」を新設し、自治体導入に向けたマッチングを推進
・点検・診断における新技術導入に向け、技術分野・新技術の例示、未来投資戦略KPIによる進捗把握等により、国・地方自治
体における新技術導入を推進
・国・地方自治体による取り組み状況や今後の取組方針を今秋に調査・とりまとめ

《ＫＰＩ》「国内の重要インフラ・老朽化インフラの点検・診断等の業務において、一定の技術水準を満たしたロボットやセンサー
等の新技術等を導入している施設管理者の割合を、2020 年頃までには 20％、2030 年までには 100％とする。」

国土交通省技術者資格の活用に向けて登録済資格の情報提供
・地域発注者協議会や都道府県技術管理等主管課長会議等にて、登録済資格の周知・活用について情報提供

国土交通省技術者資格の今後の活用方策は「技術者資格制度小委員会」において検討
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2018.6

要措置施設に対する計画的な対応の推進
診断結果（診断区分別割合）の全国集約と公表
・診断基準のある分野について、点検未了施設も含め順次集約、今年度中に全分野公表

補
修
・
修
繕

2019.3 2021.32018.12

計画的に補修・修繕の・・・

個別施設計画
の策定完了

初回点検
の完了

緊急的に取り組む施策（工程表）

2

＜着実な補修・修繕＞

集
約
・

再
編
等 分野別にガイドライン・考え方・事例集等の作成・公表

＜参考となる情報の提供＞

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
サ
イ
ク
ル
の
確
立

＜インフラ老朽化状況等の見える化、データ化＞

市町村毎のインフラの利用状況や老朽化状況、メンテナンスコスト等の見える化、公表
・個別施設計画のその策定状況やその主たる内容を国・地方自治体が年度内から順次公表

維持管理情報のデータ化
・管理者による維持管理情報のデータ化、社会資本PFへの蓄積・公表、データ内容の統一化、ＤＢ登録への予算的支援などの検討

分野別にＬＣＣの考え方を技術資料・ツール等により年度内に提示し、
地方自治体の維持管理・更新費用の算出を支援

以後、随時情報更新

行動計画対象14分野の推計を実施

計画内容の標準化・充実化
・LCCのまとめ方をはじめ、管理水準や集約・再編、優先順位等の考え方を公共施設等総合管理計画や
個別施設計画策定に反映するため、全分野共通の考え方を総務省とも調整を図り、今年度中に留意事
項（ガイドライン）としてとりまとめ

＜国による維持管理・更新費用の推計＞

国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）の
対象14分野の推計を実施

＜計画内容の標準化・充実＞

別添２
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2018.6 2019.3 2021.32018.12

個別施設計画
の策定完了

初回点検
の完了

緊急的に取り組む施策（工程表）

3

フォローアップ

＜先進自治体の取組推進と横展開＞

モデル自治体への取組支援と横展開
・先端的な取組を行うモデル自治体による地方自治体グループを形成し、モデルプロジェクトを実施
・①新技術活用、②集約・再編、③地域におけるセーフティネット構築などのテーマ別の運営

今後メンテナンス小委員会で
議論する事項

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
サ
イ
ク
ル
の
更
な
る
発
展

アセットマネジメントの導入をはじめとするメンテナンスサイクルの
改善の方向性と今後５年間のロードマップを作成
新技術やデータの活用に向けた今後５年間のロードマップの作成

＜地域におけるセーフティネットの構築＞

ポータルサイトによる情報提供、ME等の人材育成プログラムの横展開

＜メンテナンスサイクルの更なる発展の方向性＞

別添７
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（１）点検・診断（重点化・効率化への取組①）

○ これまでの点検・診断に関する知見を踏まえ、点検を重点化・効率化
インフラの重要度や老朽化度合等に応じ点検内容・方法を設定することや、新技術を活用するなど、
効率的な点検・診断ができるよう点検基準・要領等を見直し
公募により選定した技術を現場で活用・評価することにより、新技術の現場実装を促進（テーマ設定型
技術公募）
「インフラ維持管理における革新的技術の導入加速化・横断的展開事業（新設）」による導入マッチン
グを実施

別添１－１



5

タブレット等によるデータ
入力の効率化

危機管理型水位計

（１）点検・診断（重点化・効率化への取組②）

○ これまでの点検・診断に関する知見を踏まえ、点検を重点化・効率化
点検・診断における新技術導入に向け、市町村まで含めた新技術導入の進捗管理等により、国・地方
自治体における新技術導入を推進

→ 国・地方自治体による取り組み状況や今後の取組方針を今秋に調査・とりまとめ

未来投資戦略 2018（平成30年6月15日閣議決定）

次世代インフラ・メンテナンス・システムの構築等インフラ管理の高度化 《ＫＰＩ》

国内の重要インフラ・老朽化インフラの点検・診断等の業務において、一定の技術水準を満たしたロボットやセンサー等の新技
術等を導入している施設管理者の割合を、2020 年頃までには 20％、2030 年までには 100％とする。

技術分野・新技術の例示イメージ

今秋に、ロボット、センサー、タブレットの活用、データベース整備の現状と今後の取組方針について県別・市町村別
にとりまとめ

対象分野：点検・診断等：点検・診断、
調査、日常の維持管理（巡回・巡視）
新技術の範囲：ロボット、センサー、タ
ブレットの活用、データベース整備（分
野毎に例示予定）
調査対象：国、都道府県、市町村の管理
事務所別に集計

別添１－２



分野 施設 診断・健全性評価

橋梁

トンネル

大型
構造物

下水道 管路

堤防

水門

樋門

官庁
施設

官庁施設

点検結果

道路

河川
管理
施設

39% 50% 11%

0.1%

0% 50% 100%

Ⅰ（健全）

Ⅱ(予防保全段階)

Ⅲ(早期措置段階）

Ⅳ(緊急措置段階)

3% 53% 44%

0.5%

33% 52% 14%

0.1%

Ⅰ（健全）

Ⅱ(予防保全段階)

Ⅲ(早期措置段階）

Ⅳ(緊急措置段階)

Ⅰ（健全）

Ⅱ(予防保全段階)

Ⅲ(早期措置段階）

Ⅳ(緊急措置段階)

84% 9% 6%

1%

劣化なし

緊急度Ⅲ（軽度）

緊急度Ⅱ（中度）

緊急度Ⅰ（重度）

14% 63% 23%

0%

異常なし（機能支障なし）

要監視段階（機能支障なし）

予防保全段階（機能支障なし）

措置段階（機能支障あり）

18% 63% 19%

0%

異常なし（機能支障なし）

要監視段階（機能支障なし）

予防保全段階（機能支障なし）

措置段階（機能支障あり）

27% 57% 16%

0%

異常なし（機能支障なし）

要監視段階（機能支障なし）

予防保全段階（機能支障なし）

措置段階（機能支障あり）

52% 45%

3%

健全

一部が劣化

著しく劣化

赤囲い ：補修・修繕等の措置が必要な状態

（２）補修・修繕（着実な補修・修繕への取組）

○ 補修・修繕等の措置が必要な施設への対応に必要な費用を把握し、個別施設計画にて年次計画を明確
にするなど、計画的に取組を推進。

○ 分野別のＬＣＣの考え方を技術資料・ツール等により年度内に提示し、地方自治体の維持管理・更新費用
の算出を支援。

※ 集計のある分野のみ 6

別添２

分野 施設 診断・健全性評価
補修・補強が
必要な施設

国
水機構

13%

都道府県 6%

係留施設 15%

外郭施設 9%

臨港交通
施設

18%

廃棄物
埋立護岸

0%

その他 9%

空港

空港機能
施設

(航空旅客

の取扱施設)

49%

港湾

点検結果

ダム

100%0% 50%0% 50%

11% 44% 30% 15%

Ｄ（性能が十分に保持されている）

Ｃ（性能低下はほとんど認められない）

Ｂ（性能が低下）

Ａ（性能が相当低下）

18% 51% 22% 9%

Ｄ（性能が十分に保持されている）

Ｃ（性能低下はほとんど認められない）

Ｂ（性能が低下）

Ａ（性能が相当低下）

36% 51% 13%

0%

異常なし（安全性・機能支障なし）

要監視段階（安全性・機能支障なし）

予防保全段階（安全性・機能支障なし）

措置段階（安全性・機能支障なし）

51% 43% 6%

0%

異常なし（安全性・機能支障なし）

要監視段階（安全性・機能支障なし）

予防保全段階（安全性・機能支障なし）

措置段階（安全性・機能支障なし）

16% 53% 13% 18%

Ｄ（性能が十分に保持されている）

Ｃ（性能低下はほとんど認められない）

Ｂ（性能が低下）

Ａ（性能が相当低下）

11% 85% 4%

0%

Ｄ（性能が十分に保持されている）

Ｃ（性能低下はほとんど認められない）

Ｂ（性能が低下）

Ａ（性能が相当低下）

54% 30% 7% 9%

Ｄ（性能が十分に保持されている）

Ｃ（性能低下はほとんど認められない）

Ｂ（性能が低下）

Ａ（性能が相当低下）

51% 48%

1%

Ⅰ（必要に応じて経過観察等）

Ⅱ（応急処置又は詳細点検）

Ⅲ（修繕等）



（３）集約・再編等（参考となる情報の提供）

○ 集約・再編等については、総合計画や立地適正化計画によるまちづくり・地域づくりの方向性と整合をとりな
がら、計画的に推進

○ 地域が「長寿命化」や「集約・再編」等の管理方針や水準を検討、判断しやすい状況をつくるため、当該イン
フラの老朽化や利用状況等の情報や他地域の優良事例等の見える化を推進

○ 各施設分野において、ガイドライン・考え方・事例集等を作成・公表

7

【ガイドライン等の例】
＜汚水処理施設＞

・国土交通省、農林水産省、環境省が
共同して「持続的な汚水処理システム
構築に向けた都道府県構想策定マ
ニュアル」を平成26年1月に策定すると
ともに、地方公共団体への説明会を開
催し、都道府県構想の見直しを要請

（処理区域設定の考え方や取組内容
毎にまとめた事例等を記載）

・都市機能の向上等に資する都市公
園のストック再編を推進するため、統
廃合を行う場合の考え方、事例等を
平成28年5月に作成・公表し、周知済

＜都市公園＞

＜再編イメージ＞

＜汚水処理の集約化のイメージ＞

・建替えの機会を捉えた再生・再編や
民間住宅ストックの活用等に関する地
方公共団体の具体的な取組事例を平
成28年度に取りまとめ、平成29年度に
ガイドラインとして周知済

＜公営住宅＞

＜再生・再編のイメージ＞

○○市営住宅
（○○戸用途廃止）

○○市営住宅
（○○戸用途廃止）

○○市営住宅
（○○戸用途廃止）

○○市営住宅
（○○戸用途廃止）

●●市営住宅
（●●戸→●●戸建替）

別添３



マネジメント方針
（行動計画）

モニタリング

個別施設計画
改定・策定

集約・再編 長寿命化

地域、国民

転用・多機能化

管理水準・優先順位

or

（４）メンテナンスサイクルの確立（見える化）

○ 国が地方自治体の施設も含めて、インフラの老朽化状況を俯瞰できるようにすることが必要
○ 今年度より、インフラの老朽化の状況や取組、個別施設計画の主たる内容などの見える化を推進

見える化 議論

インフラの老朽化の状況や取組の見える化の目的
① インフラメンテナンスに対する国民からの理解を得ることができるようにする
② 地域において管理水準や集約・再編等の維持管理・更新のあり方について具体的な議論ができるよう

にする
③ 他自治体の取組を参考にしたよりよい個別施設計画策定や、自主的な改訂に繋げられるようにする

8理解

・対象施設の一覧
・数量、諸元等の概要
・計画期間
・維持管理の組織体制
・施設の整備・維持管理の経緯
・施設の利活用状況
・施設の老朽化状況
・維持管理・更新の基本方針
・対策内容
・対策費用と財源の見通し
・先進的・特徴的な取組

・見える化の主たる内容（案） ・見える化の効果イメージ

別添４－１



（４）メンテナンスサイクルの確立（データ化①）

9

○ 国土交通省では政策立案や予算要求等におけるデータ活用に向け、分野別データベースを構築し、このう
ち基本諸元や点検記録等について社会資本情報プラットフォームに蓄積し、公開

○ 自治体において、データベースに格納されていない、既存紙データのデータ化や点検業務納品データの電
子化等が必要であり、既存紙データのデータ化、ＤＢ登録への予算的支援、データ内容の統一化、データ
の品質確保などについて検討、実施

内容 登録施設の管理主体

道路
道路メンテナンス

年報

平成２５年の道路法改正を受け実施している橋、トンネル等の定期点検の

実施状況や結果を公表するとともに、措置方針の立案に活用する。

施設名称、路線名、建設年度、延長、幅

員、管理者、所在地（市町村）、診断結

果の区分

国、自治体、NEXCO等

河川維持管理デー

タベース

河川維持管理業務を着実かつ効率的に行うための知見の集積や情報収

集の効率化のため、点検・巡視等による現場情報や河川管理施設の情報

等、河川管理に必要な情報をデータベース化し共有。

施設名称、位置、諸元、当該箇所の河

川諸元等
国、自治体、水機構

ダム維持管理デー

タベース

ダムの適切な維持管理のため、ダム構造物の基本諸元、日常点検、臨時

点検、ダム定期検査、ダム総合点検等の管理記録、補修・設備更新履歴

等のダム本体の運用に伴い蓄積される維持管理データの蓄積、共有化を

図るために使用する。

ダム名、水系・河川名、完成年度、形

式、堤高等
国、自治体、水機構

砂防
砂防設備データ

ベース
施設管理のため、砂防設備についてデータを蓄積。 施設名称、施設諸元等 国

海岸
海岸保全施設に関

する現況調査
国・地公体を対象に、海岸保全施設に関するデータを蓄積。

都道府県名、海岸名、建設年度、施設

延長、点検結果等
国、自治体

下水道
下水道全国データ

ベース

持続可能な下水道事業を支援するため構築した、下水道に関する膨大な

データを効率的に蓄積・分析・共有できるシステム。

各地方公共団体が、蓄積データの経年変化や他団体との比較により、自ら

の施設管理や経営等の強み・弱みの分析や改善策の検討等、アセットマ

ネジメント支援ツールとして活用する。

下水道統計（施設諸元t脳含む）、国交

省発出の各種調書、地方公営企業年鑑

などのデータ

自治体

港湾

港湾施設の維持管

理情報データベー

ス

「港湾の施設の点検診断ガイドライン」に基づいて実施された各種点検診

断情報や点検診断の評価の結果、性能を維持するために実施された維持

補修工事に関する情報を蓄積し、当該施設の劣化予測や対策計画立案の

ための資料とし、港湾施設の適切な維持管理計画を行うことを目的としてい

る。

港湾法施行令 第19条に定められた技

術基準対象施設の施設名称、施設諸

元、維持管理計画（個別施設計画）、点

検情報、維持補修工事情報、施設利用

情報等

国、自治体、管理組合

河川・ダム

分野 名称 目的

対象データ
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（４）メンテナンスサイクルの確立（データ化②）

内容 登録施設の管理主体

空港
空港施設管理情報

システム

・各空港の管理者と最新の基準類、施設情報、点検情報等の情報共有を

はかるためのデータを蓄積。

・地方管理空港の点検実施状況等を定期的にモニタリングし、地方公共団

体等で取り組みや進捗に大きな遅れが生じないよう助言や指導、必要な制

度構築を行うことにより、社会資本の適正な状態の維持・向上を図る。

基準類、施設台帳（施設諸元等含む）、

維持管理更新計画書・点検情報・研修

情報等

国、自治体、民間会社

航路標識
航路標識データバ

ンク

航路標識の維持管理･更新のため、標識名、位置、構造、材質についての

データを蓄積

海上保安庁職員が、航路標識の劣化度の調査や予算要求の際に使用す

る。

標識名称、所在地、位置、塗色、構造、

材質、設置年度、点検年月日、劣化度
国

自動車道 － －
施設諸元、点検・診断および修繕・更新

の履歴　など
民間会社、地方公社

公園

国営公園の施設現

況に関するデータ

ベース

効率的・効果的な維持管理・更新のため、維持管理の現況に関するデータ

を蓄積。

施設の諸元、長寿命化策定状況、管理

体制状況、安全点検状況（点検有無、

点検頻度）、安全措置状況（健全度、措

置内容）等

国

公営住宅等維持管

理データベース
日常点検マニュアルに基づく点検データ等の蓄積。 点検履歴データ、工事履歴データ 自治体

法定点検等システ

ム

法定点検等業務に関して、各支社別業務として調達、計画、実施、結果報

告を実施していた状況に変えて、本システムを利用した情報伝達・共有を

行うことにより、全支社で統一的に法定点検等業務に係わる計画、結果、

諸元情報の保管、蓄積を実現し、データの有効活用を進める。

対象団地、号棟、点検日、点検項目、点

検結果、結果判定、点検者など
ＵＲ

官庁施設

官庁施設情報管理

システム

（BIMMS-N）

官庁施設の適切な保全のため、官庁施設の保全状況についてのデータを

蓄積。

各省各庁の施設管理者が実施する保全や国土交通省が実施する保全指

導に使用する。

官庁施設の保全に係る情報（諸元等含

む）
国

観測施設（測量

標）

「電子基準点属性

データ」及び「験潮

場の情報」

電子基準点及び験潮場の効果的な維持管理の実施のため、施設諸元や、

これまで実施してきた点検・保守の情報等についてのデータを蓄積。

施設名称、施設諸元、位置、点検・保守

履歴、写真
国

住宅

分野 名称 目的

対象データ
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（４）メンテナンスサイクルの確立（計画内容の標準化・充実化への取組）

○ メンテナンスサイクルの確立において考慮すべき事項（優先順位や管理水準等）やLCC算定時に考慮すべきコ
ストの種類やその定義等の考え方を明確にして公共施設等総合管理計画や個別施設計画策定に反映するた
め、総務省等とも調整を図り、今年度中に留意事項（ガイドライン）としてとりまとめる

・個別施設計画における留意事項
（ガイドライン）の策定
（分野別にLCC算定に関し技術資
料・ツール等により明確化）

2018

2019

2020

2021～

個別施設計画策定
（2020年まで）

公共施設等総合管理計画
等の充実、精緻化

計画間の考え方の整合を図るため「個別施設計画策定における留意事項（ガイドライン）」を策定

着色部に関し

★行動計画 ★公共施設等総合管理計画 ★個別施設計画

①対象施設 ①対象施設

②計画期間 ②計画期間

③対象施設の現状と課題 ③対策の優先順位の考え方

④中長期的な維持管理・更新
費等のコストの見通し

④個別施設の状態等

⑤必要施策に係る取組の方向
性

⑤対策内容と実施時期

⑥フォローアップ計画 ⑥対策費用

・考慮すべき事項（管理水準や

優先順位等

・LCCで考慮すべきコストの種類、

定義等

・対策費用のまとめ方

（対象期間、様式等）

⇓

一　公共施設等の現況及び将
来見通し

二　公共施設等の総合的かつ
計画的な管理に関する基本的
な方針

計画間での整合が必要

★行動計画

①対象施設

②計画期間

③対象施設の現状と課題

④中長期的な維持管理・更新
費等のコストの見通し

⑤必要施策に係る取組の方向
性

⑥フォローアップ計画

個別施設計画行動計画 公共施設等総合管理計画
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国による維持管理・更新費用の推計

■算定の考え方の整理■老朽化状況の把握

○予防保全による
ライフサイクルコスト
（ＬＣＣ）の考え方

○新技術の導入等に
よる効率化（コスト
縮減）の考え方

維持管理・更新費用を新たに推計
（できるだけ早期に実施）

診断

老朽化状況
の把握

点検

個別施設計画

※2020年度策定完了予定

※状態の把握と
対策等の判断
に必要な情報
の収集

※健全度の区分

○ ２０１３年度に、社会資本整備審議会・交通政策審議会の審議を踏まえ、国土交通省所管の社会資本の将
来の維持管理・更新費を推計（マクロ推計）

○ 点検等を通じた老朽化状況の把握や予防保全や新技術導入等についての知見の蓄積を踏まえ、ライフサ
イクルコスト（LCC）算定の考え方の整理を行い、できるだけ早期に維持管理・更新費を推計

年度 推計結果

2013年度 約3.6兆円※）

2023年度
（10年後）

約4.3～5.1兆円

2033年度
（20年後）

約4.6～5.5兆円

※）２０１３年度の値（約３．６兆円）は、実績値ではなく、今回実施した推計と同様の条件の
もとに算出した推計値

【将来の維持管理・更新費の推計結果（２０１３年）】 【新たな維持管理・更新費の推計】

12

※１．国土交通省所管の社会資本10分野（道路、治水、下水道、港湾、公営住宅、

公園、海岸、空港、航路標識、官庁施設）の、国、地方公共団体、地方道路公

社、（独）水資源機構が管理者のものを対象に、建設年度毎の施設数を調査

し、過去の維持管理、更新実績等を踏まえて推計。

※２．施設更新は同等の機能で更新（現行の耐震基準等への対応は含む。）す

るものとし、今後の新設、除却量は考慮していない。

※３．個々の社会資本で立地条件等に違いがあることから、維持管理・更新

単価や更新時期に幅があるため、推計額は幅を持った値としている。

※４．予防保全等に関しては、推計時点で把握可能な部分について考慮し、

それ以降の取組については推計に反映していない。
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H25(2013)推計 今回(2018)

対象分野

国土交通省所管の社会資本１０分野
（道路、治水、下水道、港湾、公営住宅、公園、海岸、
空港、航路標識、官庁施設）

国土交通省所管の社会資本１４分野
（道路、河川・ダム、砂防、下水道、港湾、公営住宅、公
園、海岸、空港、鉄道、自動車道、航路標識、官庁施設、
観測施設） ※「河川・ダム、砂防」はＨ２５推計における「治水」と同じ

維持管理費

施設、設備、構造物等（以下「施設等」）の機能の維持
のために必要となる点検・調査、補修・修繕などに要す
る費用

同左

更新費
老朽化等に伴い機能が低下した施設等を取り替え、同
程度の機能に再整備することなどに要する費用

同左

将来の新設や
除却の取り扱い

今後の新設、除却量は推定が困難であるため考慮し
ていない

同左（集約・再編等による除却量のシナリオを考慮）

推計の考え方

建設年度毎の施設数を調査し、過去の維持管理、更
新実績等を踏まえ、将来の維持管理費、更新単価・時
期を各分野毎に設定

同左
（予防保全の取組や新技術の導入を維持管理、更新
単価・時期に反映）

施設更新時の
機能向上

同等の機能で更新（但し、現行の耐震基準等への対
応は含む）

同左

更新時期
実績や予測式または法令に基づく耐用年数等を考慮
して設定

実績や予測式または目標耐用年数等を考慮して設定

その他

用地費、補償費、災害復旧費は含まない 同左
施工条件のばらつき等による推計幅を考慮
予防保全や新技術の導入による増加抑制効果を算出13

国による維持管理・更新費用の推計

推計条件（案）

○ インフラ長寿命化計画（行動計画）の分野を対象に推計
○ 推計では、予防保全や新技術導入等による効果を算出
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○ 基本的に、国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）に位置付けられた施設を対象とする
○ 数量を把握できていない、東日本大震災の被災地 等の理由で、Ｈ２５推計の対象外の施設について

新たに推計

国による維持管理・更新費用の推計

推計対象施設

推計対象施設

電子基準点 験潮場

気象レーダー施設

観測施設

ダム 堰 水門 床止め 樋門・樋管 閘門 陸閘
揚排水機場 浄化施設 管理強 堤防 護岸 樹林帯

河川・ダム

下水道

管路施設 処理施設 ポンプ施設

公園
都市公園

特定地区公園（ｶﾝﾄﾘｰﾊﾟｰｸ）

道路

橋梁 トンネル 大型の構造物
（横断歩道橋 門型標識 シェッド 等）

砂防

砂防設備 地すべり防止施設
急傾斜地崩壊防止施設

海岸

堤防 護岸 胸壁 水門及び樋門 排水機場
陸閘 突堤 護岸堤 砂浜

鉄道

線路 停車場 電気設備 運転保安設備
軌道 線路建造物 電力設備 保安設備 通信設備
索道線路等 停留場 原動設備 握索装置等

自動車道

橋 トンネル
大型の構造物（門型標識等）

航路標識

灯台 灯標 立標 浮標
無線方位信号所

水域施設 外郭施設 係留施設 臨港交通施設
荷さばき施設 旅客乗降用固定施設 保管施設
船舶役務用施設 廃棄物埋立護岸 海浜 緑地
広場 移動式旅客乗降用施設

港湾

※住宅（ＵＲ賃貸住宅、公社賃貸住宅）、港湾（基本施設以外）、空港（空港機能施設）、鉄道、自動車道、宿舎については、管理者等からの基礎データや
推計額の提供等が了しておらず、これらの条件が整い次第、順次公表予定

住宅

公営住宅
公社賃貸住宅
UR賃貸住宅

官庁施設
庁舎
宿舎

滑走路 着陸帯 誘導路 エプロン 排水施設
共同溝 地下道 橋梁 場周・保安道路 のり面
擁壁 護岸 道路・駐車場 航空保安施設
空港機能施設（航空旅客の取扱施設）

空港

14
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メンテナンスサイクルの更なる発展（先進自治体の取組推進と横展開）

○ 先進的な取組を行うモデル自治体による地方自治体グループを形成するモデルプロジェクトをインフラメン
テナンス国民会議の取り組みとして実施。
（テーマ ： ①新技術活用、②集約・再編、③地域におけるセーフティネット構築、④包括的民間委託、

⑤共同処理、⑥登録資格制度の活用、など）

○ 先進事例として横展開するとともに、活用状況等を都道府県別・市町村別に見える化を行う

2018 2019 2020 2021 2022

アセットマネジメントの導入をはじめとするメンテナンスサイクル
の改善の方向性や新技術やデータの活用に向けた今後５年間
のロードマップ

モ
デ
ル
自
治
体

の
選
定

支
援※ 本

運
用

・
実
装

未来投資戦略2018でも位置づけられた、Society 5.0 の実現に向けた「フラッグシップ・プロジェクト」(FP)
の一つとして、「次世代インフラ・メンテナンス・システムの構築」と連携

モデルプロジェクトの実施

○先進事例の横展開
○活用状況等を都道府県別・市町村別にとりまとめ

（支援の例）
※官民マッチング、現場試行、第三者委員会

による自治体ニーズを踏まえた現場試行の
評価、自治体間の情報共有や連携の促進、
改善方策の検討、勉強会の開催、など

2023

ロードマップの実現に向けて
テーマを設定しモデルプロジェクトを実施

15

別添７


